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付Ⅱ－２	 「耐震補強建物の地震による被災状況」	 

 

1.	 はじめに	 

	 兵庫県南部地震（1995年）での建物被害の教訓から、既存建物の耐震診断の実施およびそ

れによって耐震性能が劣ると判断された建物の耐震補強が国家の施策として強力に推進され

てきた。このような社会情勢のもとで耐震補強された既存建物の数は着実に増えて行ったが、

比較的大きな地震動を経験した耐震補強済み建物が現れ始めたのは概ね 2003年 5月の三陸南

地震 1)や 2004年の新潟県中越地震 2)のときからであった。ここではその後の 2011年に発生し

た東北地方太平洋沖地震によって被災した耐震補強済み建物の事例を紹介するとともに、そ

こから得られた教訓等を示す。なお本稿では在来工法による耐震補強を対象とし、免震・制

振による耐震補強については触れない。 

 

2.	 統計的な知見	 

	 東北地方太平洋沖地震（2011年）では、東北地方から関東地方までの広範囲に立地する多

数の耐震補強済み建物が極めて大きな地震動を初めて経験したと考えられる。日本建築学会

等による報告 3)では、この地震によって震動被害を受けた東北および北関東の鉄筋コンクリ

ート造（RC）文教施設（未補強建物：313棟、耐震補強済み建物：55棟、合計 368棟）を対

象として、耐震補強の有無による地震被害の差異について統計的に分析した。なお耐震補強

の工法種別は、鉄骨ブレース、RC耐震壁の増設あるいは増し打ち、外付け RCブレース、柱

のコンクリート増し打ち、炭素繊維巻き立てなどの在来工法に限定した。統計分析の結果、

以下の結論が得られている。 

1) 上部構造が小破以上の被害を受けた棟数は、未補強建物群および耐震補強済み建物群と

もにそれぞれの母数の約半数とほぼ同率であったが、耐震補強することによって甚大な

被害（大破）は防止できた。 

2) 未補強建物群で中破以上の被害を受けた建物比率は 24%であったが、耐震補強済み建物

群におけるその比率は 16%に低下した。耐震補強は有効に機能して、上部構造の地震被

害を抑制できたと判断する。 

3) 耐震補強を施した建物の耐震性能残存率 Rは 70%（中破）から 100%（無被害）まで分

布した。耐震補強によって Is値および CTSD値ともに 0.7を上回ったにもかかわらず耐震

性能残存率 Rは 80%以下になって、中破と判定された建物が複数あった。これらは耐震

補強を施さなかった上層階あるいは張間方向で被害を受けた事例等であった。 

	 なお同報告 3)は上部構造のみならず基礎構造の被害についても言及している。すなわち基

礎構造が小破以上の被害を受けた棟数の比率は、耐震補強済み建物群では約 25%であり、未

補強建物群よりも二倍以上大きかった。このように上部構造の耐震補強によって基礎構造の

被害が激化する傾向を指摘した。この原因として、上部構造の耐震補強による水平耐力の増

大が杭体や地盤へ過度な応力を作用させた可能性を例示した。 
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3.	 被害事例の総括	 

	 文献 3)によると、耐震補強を施したにもかかわらず東北地方太平洋沖地震（2011年）によ

って上部構造あるいは基礎構造が小破以上の被害を受けた RC建物が約 30棟存在したことが

判明している。 

	 上部構造の被害については、耐震補強を施した部位から離れた柱あるいは耐震壁において、

せん断破壊やせん断ひび割れが発生した事例があった。また耐震補強を施さなかった方向（学

校建物では張間方向）あるいは階における鉛直部材のせん断破壊やせん断ひび割れが見られ

た。このような地震被害の要因として、平面内における耐震補強部材（水平力抵抗要素）の

偏った集中配置、あるいは建物全体の鉛直方向の剛性分布が不均一となったこと、等を指摘

した。これらは形状指標 SDの算定精度が十分ではない可能性や、剛床仮定の適用に注意が必

要な場合があることを示唆している。 

	 基礎構造については、上部構造が中破の被害を受けるとともに、RC杭の頭部がせん断破壊

し、杭主筋が座屈する等の激しい損傷が見られた事例が複数あった。耐震補強設計において、

杭の鉛直支持能力が検討されることは多い。一方、杭頭の配筋詳細は不明なことが多いため

に杭の水平方向の耐力が検討されることはほとんどない。しかし上部構造の耐震補強が基礎

構造の破壊を誘発するとしたら、ことは重大である。この問題の発生の可能性は地盤状況等

によってある程度は想起されると思われる。その場合には、より慎重な耐震補強設計が求め

られる。 

 

4.	 個別の被害事例	 

	 耐震補強を施したにもかかわらず東北地方太平洋沖地震（2011年）によって上部構造ある

いは基礎構造に損傷を生じた RC 建物が文献 4)に例示されている。ここではその幾つかを抜

粋して紹介する。 

 

4.1	 耐震補強の有無による被害の差異	 〜仙台市立 T 小学校〜	 

	 この小学校にはほぼ同時期に建設された二棟の 3 階建て RC 校舎がある（付写真Ⅱ.2-1）。

西校舎（1974年竣工）では耐震診断の結果、補強不要と判定された。この校舎の Is値は 1階

桁行方向で最小の 0.80 であり、このときの靭性指標 F および累積強度指標 CTSDはそれぞれ

1.75および 0.46であったので、靭性依存型の建物と判断できる。一方、東校舎（1973年竣工）

では 1階および 2階を鉄骨ブレース（付写真Ⅱ.2-2）および RC耐震壁で補強した。また 3階

の Is値は 0.73と目標値を満足したが、下階との剛性のバランスを考慮して RC耐震壁が 3階

に増設され、補強後の Is値は 0.88に増大した。東校舎の補強後の Is値（0.73から 0.88）は各

階ともに F=1.0で決まっており、強度抵抗型の建物である。 

	 2011年の地震では両校舎とも損傷を蒙ったが、その程度には差があった。耐震補強を施さ

なかった西校舎では、１階桁行方向の損傷が最も大きく、短柱および柱付き壁のせん断破壊
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が多数生じた（付写真Ⅱ.2-3）。その耐震性能残存率 Rは 67%であり、中破と判定された。地

震動による応答変形は耐震診断で予想した通りに大きくなって短柱がせん断破壊したものの、

建物の倒壊は防止できた。この点で耐震診断の結果は妥当であったと判断できる。しかしな

がら被災した柱の補修を行うまでの長期間、西校舎は使用不能となった。 

	 一方、耐震補強を施した東校舎では、補強量の少なかった 3 階において多数の柱に損傷度

IIから IIIのひび割れが発生した。3階の耐震性能残存率 Rは 81%であり、小破と判定された。

このように西校舎と比較すると被害は小さく、東校舎の継続使用に特段の支障はなかった。 

 

 
付写真Ⅱ.2-1	 校舎の全景（左が東校舎、右が西校舎）	 

 

 

付写真Ⅱ.2-2	 東校舎 1 階および 2 階の鉄骨ブレース補強	 

 

 

西校舎 東校舎 
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付写真Ⅱ.2-3	 西校舎 1 階短柱のせん断破壊	 

 

4.2	 境界梁の被害	 〜T 大学青葉山キャンパスの D・O 棟〜	 

	 この建物（1966年竣工、付写真Ⅱ.2-4）は地上 8階、塔屋 2階の耐震壁付き RCフレーム構

造で、桁行・張間両方向ともに RC耐震壁を増設して強度抵抗型の耐震補強を 1996年に実施

した。一部の梁には補強設計図書にはないものの炭素繊維シートの貼付け補強がなされた。

2011年の地震では張間方向と塔屋の被害が甚大であった。張間方向の並列する連層耐震壁を

連結する境界梁がせん断破壊した。またその一部は有孔梁であり、円孔を斜めに横切るせん

断ひび割れや梁下端筋に沿った付着割裂ひび割れも見られた（付写真Ⅱ.2-5）。塔屋は耐震壁

の偏在が顕著だったが耐震補強されなかったため、柱および壁が崩壊する著しい被害を生じ

た。 

	 この建物の耐震性能残存率 Rは 6階で 33%となり、大破に該当した。ただし顕著な損傷は

梁に集中したので、柱や壁による軸力保持能力は維持された。この点では耐震補強が有効に

機能したと判断できる。しかし二次診断の結果を参照して耐震補強を行ったため、境界梁が

十分に補強されずに顕著な損傷を招いた。このため当該建物は地震後の復旧を断念して改築

された。このような並列・連層耐震壁を有する建物では、連層壁や境界梁の地震時挙動を適

切に考慮できる耐震診断手法を選択することの必要性を本件は物語っている。 
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付写真Ⅱ.2-4	 	 D・O 棟の全景	 

 

 

付写真Ⅱ.2-5	 並列する連層耐震壁を連結する有孔梁の損傷	 

 

4.3	 上部構造および基礎構造の被害	 〜栃木県市貝町立 I 中学校〜	 

	 この学校の 3階建て RC校舎（1974年竣工、付写真Ⅱ.2-6）では、付図Ⅱ.2-1のように 1階

および 2 階の桁行方向を鉄骨ブレースで耐震補強したが、所定の性能を満足するとして補強

しなかった 3 階の桁行方向において中破の被害を生じ、さらに基礎下の掘削によって RC 杭

（杭長 6m 程度）の激しい損傷が明らかとなった。なお当該建物の補強後の Is 値は各階とも

に F=1.0で決まっており、強度抵抗型の建物と判断される。 

	 桁行構面の柱の損傷状況を付図Ⅱ.2-1 に示す。ローマ数字は損傷度を表す。桁行方向 3 階

では四本の柱がせん断破壊して（付写真Ⅱ.2-7）、耐震性能残存率 Rは 77%であった。耐震補

強を施した 1 階および 2 階でも数本の柱がせん断破壊した（付写真Ⅱ.2-8）。3 階に被害が集

中した原因の一つとして、1 階および 2 階の鉄骨ブレース架構に隣接する腰壁および垂れ壁

が鉄骨ブレース架構の水平剛性を増大させ、相対的に 3 階の水平剛性が低下した可能性を指

摘した。 

	 RC杭には曲げひび割れ、せん断ひび割れやコンクリートの剥落が発生し、杭頭部のせん断
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破壊や折損、あるいは杭主筋の座屈が見られた（付写真Ⅱ.2-9）。これより基礎構造の被災度

は大破と判定された。上部構造の耐震補強による水平耐力の増大が杭体に過度の応力を作用

させた可能性を文献 4)では指摘した。その後の研究 5)では、当該建物の上部構造および杭基

礎の被害の相互関係を検証するために建物－杭－地盤連成系モデルによる多質点系地震応答

解析を実施した。その結果、上部構造では実被害で柱のせん断破壊が集中した 3 階の応答変

形が最大となった。また上部構造を耐震補強することで杭頭部の曲げ変形は補強前よりも約

6倍大きくなって曲げ破壊が発生し、実被害を概ね再現できたことを示した。 

	 なお当該建物はその上部構造および基礎構造の著しい損傷によって復旧は断念されて取り

壊され、新しく建て直された。 

 

付写真Ⅱ.2-6	 校舎の全景	 

 

	 	 付写真Ⅱ.2-7	 3 階柱のせん断破壊	 	 	 	 	 付写真Ⅱ.2-8	 鉄骨ブレースに近接した柱の	 

	 せん断破壊	 
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付図Ⅱ.2-1	 鉄骨ブレースの配置と柱の損傷状況	 

 

4.4	 耐震補強途中での被害	 〜那須町立 K 小学校〜	 

	 耐震補強途中で中破の被害を生じた 3階建て RC校舎（1974年竣工、PC杭基礎）の被害の

概要を示す。当該校舎の桁行方向は 108 mと長く、24スパンのフレーム構造である。そのう

ち東側の 11スパン分が第一期工期部分として 2010年 2月に耐震補強された（付図Ⅱ.2-2）。

桁行方向の 1階から 3階まで鉄骨ブレースが設置された（付写真Ⅱ.2-10）。張間方向の 1階お

よび 2階には廊下のための開口を設けた RC耐震壁が増設され、東妻面の RC耐震壁は増し打

ちおよび開口閉塞によって補強された。西側 13スパン分の第二期工事は未実施のままで 2011

年 3月の地震に遭遇した。 

	 第一期の耐震補強工事が完了した段階での Is 値は、桁行方向の 1 階から 3 階の順に 0.58、

0.58および 0.72、張間方向の 1階から 3階の順に 0.56、0.55および 0.85であった。いずれの

Is値も靭性指標 F = 1.0で決定した。 

	 桁行構面において損傷度 III以上の被害を受けた鉛直部材の位置を付図Ⅱ.2-2に示す。耐震

補強を施した東の部分では、桁行方向の柱および耐震壁が損傷度 II以下の被害を受けたが、

損傷の程度は比較的軽微だった。それに対して未補強の二期工事予定部分では、三本の RC

主筋の座屈	 

	 	 (a)	 杭頭のせん断破壊と杭主筋の座屈	 	 	 	 	 	 	 	 (b)	 杭頭の折損	 

付写真Ⅱ.2-9	 RC 杭の損傷	 

 

Crack pattern of ninth column Crack pattern of tenth column

Crack patterns in C frame
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柱がせん断破壊し（付写真Ⅱ.2-11）、他の五本に損傷度 IIIのせん断ひび割れが発生した。 

	 張間方向では、増設した RC耐震壁の開口上部の短スパン梁に損傷度 III程度のせん断ひび

割れが生じた。この梁は桁行方向の三連層鉄骨ブレースに直交して接続した。隣接する二つ

の連層鉄骨ブレースに挟まれた境界梁の端部には曲げひび割れが生じた。鉄骨ブレース脇の

RC柱には輪切り状のひび割れが見られた。これらはいずれも連層鉄骨ブレースを含む RC部

分架構の浮き上がり回転あるいは全体曲げ挙動の兆候を示すものである。 

	 桁行方向 1階の耐震性能残存率 Rは 78%で、建物全体としては中破と判定された。ただし

耐震補強を施していない二期工事予定部分だけで判定すると大破に近かった。このように補

強済み工区の部分では軽微な被害にとどまったが、未補強工区の部分で RC 柱のせん断破壊

等の激しい損傷を生じた。 

	 本事例は耐震補強途中の被災ではあるが、耐震補強を実施する際には鉄骨ブレースなどの

水平力抵抗要素を平面内に偏って集中的に配置することなく、ある程度分散してバランス良

く配置するべきことを示唆する。なお当該校舎はその後、被災部分を補修するとともに耐震

補強設計を見直して第二期の耐震補強工事を実施し、現在も使用されている。 

付写真Ⅱ.2-10	 校舎の北側構面	 

付写真Ⅱ.2-11	 せん断破壊した三本の柱	 

 

 

1 階柱のせん断破壊	 
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付図Ⅱ.2-2	 耐震補強の実施状況（鉄骨ブレースの配置）と柱の損傷状況	 
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